
公開フォーラム 

       

安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築  

研究開発領域 
 

平成28年2月21日（日）  10：00～16：00 

一橋講堂2階 中会議場 



 

10:00 開会挨拶          

      山田 肇 領域総括／東洋大学 経済学部 教授 

 

10:05 講演＜問題提起＞ 

 ①  「親密圏」と「公共圏」の変容 

    藤岡 一郎 領域アドバイザー／京都産業大学 名誉教授 

 ②  外から見る空間、内から見る空間 

     石井 光太 領域アドバイザー／作家 

 

10:35 研究開発領域の概要    

       山田 肇 領域総括 

 

10:45 平成27年度採択プロジェクト紹介 ～ プロジェクトが目指す社会の姿とは 

 ① 養育者支援によって子どもの虐待を低減するシステムの構築 

    黒田 公美 理化学研究所 脳科学総合研究センター  チームリーダー 

 ② 全国調査データベースを用いた児童虐待の予防・早期介入システムの開発 

      森田 展彰 筑波大学 医学医療系 准教授 

 ③ 多専門連携による司法面接の実施を促進する研修プログラムの開発と実装 

    仲 真紀子 北海道大学 大学院文学研究科 教授 

 ④ 親密圏内事案への警察の介入過程の見える化による多機関連携の推進 

    田村 正博 京都産業大学 社会安全・警察学研究所 所長 

 ⑤ 高齢者の安全で自律的な経済活動を見守る社会的ネットワークの構築 

    成本 迅 京都府立医科大学 大学院医学研究科 准教授 

11:40 プロジェクトに対する質疑応答 

12:00 午前の部、終了 

シンポジウム  午前の部  10:00～12:00 （開場9:30） 
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       プログラム 



 

13:15 趣旨説明          

      山田 肇 領域総括 

 

13:20 フロアとの対話 ① ～ コミュニティにおける“間”とは何か？ 

  話題提供 日本で“最も”自殺が少ない町の、公／私空間について考える 

            岡   檀 領域アドバイザー／和歌山県立医科大学 保健看護学部 講師 

 講 師    竹島 正 領域アドバイザー／川崎市 健康福祉局 障害保健福祉部 担当部長（精神保健） 

         田村 正博 研究代表者 

 ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 山田 肇 領域総括           

 

14:25 休憩 

 

14:35 フロアとの対話 ② ～ テクノロジーによって高齢者の安全は創れるか？ 

  話題提供 高齢者の安全×ICT－欧州での動向－ 

            遊間 和子 領域アドバイザー／㈱国際社会経済研究所 情報社会研究部 主幹研究員 

 講 師      松本 泰 領域アドバイザー／セコム㈱IS研究所 コミュニケーションプラットフォームディビジョン マネージャー 

            成本 迅 研究代表者 

 ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 山田 肇 領域総括           

 

15:40 

 

まとめ ～ 身近な暮らしの安全を創生するための課題とは  

15:55 
閉会挨拶  

       泉 紳一郎 科学技術振興機構 社会技術研究開発センター長 

 

16:00 

 

終了 

午後の部  13:15～16:00 （開場12:45） フロアとの対話  
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  本日はご来場いただき、誠にありがとうございます。 

   「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築」研究開発領域は平成27年に発足しました。近年わ

が国で顕在化する、ドメスティックバイオレンス、児童虐待、孤独死などの高齢者問題、ネットいじめが原

因の自殺、といった事象はどのようにすれば減らすことができ、社会をより安全なものにできるのでしょう

か。本領域は、こうした発見･介入しづらい「私的な空間･関係性」における事件や事故を低減･予防し、

安全な暮らしを創生する研究開発を推進しています。 

   問題の背景には、世帯の小規模化や少子高齢化の進展、地域社会からの個人の孤立、ソーシャルメ

ディアの普及といった構造的な変化と、それによってもたらされる「公共圏」と「親密圏」の変容に、既存

の安全機能が対応しきれなくなっていることがあります。本領域では、「公」と「私」を両端に置き、その間

の“間”が果たす役割に注目し、 “間”に「公」と「私」が協力する新たな仕組みを構築することで問題解

決を目指しています。プライバシーに配慮しつつ適切に介入するにはどうすればよいのか、「間」にどの

ような機能を持たせればよいのか、それこそが研究開発の課題です。情報通信技術を活用しての生活

モニタ、近隣住民によるさりげない声がけ、関係者内での情報共有など、直接的、あるいは間接的で、さ

まざまな“間”の仕組みが考えられます。対象とする人々の援助希求行動にも配慮が行き届いた“間”の

仕組みについて研究開発が進展するためには何が必要でしょうか。これから考えるべき課題について、

本日ご来場の皆さまとともに検討したいと考えます。 

  本日は立場も様々なたくさんの方にご来場いただきました。本フォーラムが新たなネットワークを生み、

問題解決へ向けた一助になることを期待します。また、平成28年度には新たなプロジェクトの募集がは

じまる予定です。本日が本領域の理解を深める機会となり、我々と共に問題解決を目指したいと思う方

が一人でも多く生まれることを願っています。 

 

 

 

 

         領域総括 山田 肇 

      東洋大学 経済学部 教授 

山田 肇 YAMADA Hajime  

   情報通信の経済学を中心にすえて教育・研究活動を展開。電子行政、義務教育、高齢者・障害者の社会参加、 

 健康・医療・介護などへの情報通信の利活用促進策と、アクセシビリティなど社会的障壁の除去策について提言を 

 続けている。特定非営利活動法人情報通信政策フォーラム（ＩＣＰＦ）理事長。 

 ま 

       領域総括メッセージ 
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社会技術研究開発センター（RISTEX）について 

社会技術研究開発センター（RISTEX）

 科学技術振興機構（JST）の一組織

 研究開発から生み出される成果や技術を、社会
で実際に有効に活用できるものとして還元する
ことにより、人々の生活を幸福で豊かにすること
を目指している

 アプローチの特質

現場主義（関与者との協働）

人文・社会科学と自然科学との連携

社会への実装を強く意識

2

社会技術が目指すもの

 自然科学と人文・社会科学の複数領域の知見を
統合して新たな社会システムを構築していくため
の技術

 社会を直接の対象とし、社会において現在存在
しあるいは将来起きることが予想される問題の
解決を目指す技術

3

       研究開発領域について 
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4RISTEX組織図

参与

運営評価委員会 センター長

上席フェロー企画運営室

企画・推進 運営・支援 調査・連携

社会技術研究開発
主監会議

問題解決型

サービス科学

研究開発

プログラム

プログラム

総括

（平成22年度発足）

プログラム

総括

科学技術

イノベーション政策

のための科学

研究開発

プログラム

（平成23年度発足）

コミュニティ

がつなぐ

安全・安心な

都市・地域の

創造

領域総括

研究開発領域

（平成24年度発足）

コミュニティで

創る新しい

高齢社会の

デザイン

領域総括

研究開発領域

（平成22年度発足）

研究開発成果

実装支援

プログラム

プログラム

総括

＜公募型＞
（平成19年度発足）

＜成果統合型＞
（平成25年度発足）

プログラム

総括

フューチャー・
アース

構想の推進

（平成26年度～）

フューチャー

・アース

委員会

持続可能な

多世代共創社会

のデザイン

領域総括

研究開発領域

（平成26年度発足）

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）

「レジリエントな防災・減災機能の強化」

管理機関機能 （平成26年度～）

プログラム

ディレクター

安全な暮らしを

つくる新しい

公／私空間の

構築

領域総括

研究開発領域

（平成27年度発足）

農業・林業・漁業の衰退

災害・事故

子ども・若者

高齢者

犯罪

医療・介護

障がい者

日本社会の
不安定性の増大

ベンチャー・中小企業

ICTとセキュリティ

安心な食料の確保

教育

科学技術人材
都市型社会の脆弱性

雇用・労働

知財の保護・活用

資源・環境・エネルギーの保全

世界的な需要増で
エネルギー・資源確保が困難

防災・減災に向けた
体制構築が不十分

気候変動による
新たな災害の発生

技術や社会システムが急速に進展す
る高齢化に十分対応していない

被災者の支援体制
が不十分

子どもや若者の「生きる力」（人間関係構築
力・自尊感情等）が弱っている

就労と子育てを両立するための
環境・制度が整っていない

安心して子どもを産み育てるための周産期医
療・小児医療体制が未整備

子育て家庭を支援する制度、施
設の整備が不十分

災害に対して都市部・地方部と
もに対策が不十分

インフラ等の老朽化が都市機能の維持コスト
を高め、社会全体のリスク要因になっている

地方の高齢化・過疎化が進行し、地域
のコミュニティ・産業が崩壊に向かう

社会的多様な価値観のなかで政策形成過程に専門家や市
民の参加システムが十分構築されていない

生活環境・労働環境等の多様化に
より精神疾患などが増加

グローバルな経済・社会変動
に対して、日本の経済・社会
が十分に対応できていない

財政悪化・高齢化により社
会保障制度維持が困難

人や資金の移動の国際化、社会シス
テムの変改に伴う新たな犯罪の増加

犯罪の被害が立場の
弱い人に集中する

要介護者の増加に対し、介護人材
不足や家庭内介護の負担が深刻化

分野・地域による
医師不足の進行

感染症に対する対応の遅れ

長時間労働が改善さ
れずWLB進まない

企業等で女性、高齢者、外国
人の活用が進んでいない

教育制度の機能不全が顕在化し
ながら、いじめや不登校等も改善

されていない

教育施設・設備の
老朽化の進行

仮題設定能力を養う教育ノウハウの欠落が顕在
化、イノベーションを担う人材が育っていない

現存の教育システ
ムがデジタル社会
に対応しきれてい

ない

障がい者の就労支援や働
く機関が不十分、経済的・

社会的自立が困難

若年層の理工学離れと博士号
取得後のキャリアが不明確

日本の科学技術コミュニティが
閉鎖的、グローバルでない

中小企業の弱
体化が進行

自然資源の枯渇と農林水産業の衰退に伴う
職の安全保障に対する件絵が強くなっている

アレルギーを含む食の安
全性への信頼性が低下

中小企業を選択する若
手人材が不十分

情報通信を活用できる
能力・設備等の差異で
不利益を被る層が発生

知財の保護・活用が十
分に進んでおらず、国際
競争力が低下している

デジタルコンテンツの
知的財産権の侵害が

発生している

災害時に高齢者や障が
い者に被害が集中する

社会問題のテーマ設定プロット図

家族や地域社会のつな
がりが希薄化、弱体化

雇用が不安定なことにより

経済的自立や家族形成に悪影響
を及ぼす一因となる

競争力の低さが顕在化、
担い手の減少が進行

賃金格差、世代間格差など
日本における格差が拡大

農業等で環境負荷の低い技術
の利用と社会システムへの転換

が進んでいない

地球温暖化・生物多様性低下による生活環
境・企業活動の新たなリスク

非正規雇用の固定化
の進行、低賃金

文化・芸術に対する関与の
機会が低く、また文化財等

の保護も十分でない

サイバー空間での
被害の多様化

救急医療体制の不備によ
り適切な治療を受けられ
ないケースが増加してい

る

石油に依存しない新エネルギー・資源の利活用を可能に
する技術や社会システムの開発の遅れ

バリアフリー
社会の未実現

社会的弱者が十分に
教育を受けられる支援

や制度の不足

地域社会でのICT利活用の
遅れ

情報管理システム整備不備によ
る情報セキュリティやプライバ
シーの侵害、有害情報の氾濫

高齢者・若年者による犯罪
の増加

       研究開発領域について 



6 

研究開発領域の概要 

       

研究開発領域発足の動機

 ストーカーやDV、児童虐待、高齢者を狙った詐

欺事件、ネットいじめ等の問題は、研究や対策
を超えて、変化・深刻化しているのではないか

 現実や地域の問題に対応できるよう、公／私が
協力して、発見、介入（支援）できる仕組み、そ
の活動に資する制度と技術を提示したい

 CiNii論文数
（2015年7月15日全文検索）

事象 論文数

児童虐待 2942
ドメスティック バイオレンス 660
高齢者 孤独死 636
ネットいじめ 128

2

研究開発領域のアウトカム（最終目標）

 私的な空間・関係性で起きる安全・安心上の問
題の顕著な減少

– 合理的な制度、社会資本の適正な配分に配
慮した仕組みへの合意形成の契機となる

– 公的なセクター間、公的セクターとNPO・支援
者が連携し活動できる施策・仕組みができる

– ビッグデータや各セクターに今まで埋もれて
いたデータが活用される

– 一般の生活者の意識が変わる ……

3
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期待する研究開発

 横断的視点：さまざまな事象の背景や対処策に
みられる共通の制度上の問題の研究開発

 現実社会に適用できる成果：社会資本の適切な
配分に配慮した、制度設計に資する、現場を対
象にしたエビデンスの積み上げ

 新しい”間”の仕組み：対象とする人々の援助希
求行動にも配慮が行き届いた研究開発

 広義での「制度」研究：法制度に加え、規制・慣
行・思い込みなどを対象とする研究開発

4

38件の応募から採択したプロジェクト（5件）

 黒田PJ：養育者支援によって子どもの虐待を低減するシ
ステムの構築

 田村PJ：親密圏内事案への警察の介入過程の見える化
による多機関連携の推進

 仲PJ：多専門連携による司法面接の実施を促進する研
修プログラムの開発と実装

 成本PJ：高齢者の安全で自律的な経済活動を見守る社
会的ネットワークの構築

 森田PJ：全国調査データベースを用いた児童虐待の予
防・早期介入システムの開発

5

       研究開発領域について 
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企画調査（4件）

 島薗企画：都市型コミュニティ（川崎市）における援助希
求の多様性に対応した介入・支援に関する調査

 曽根原企画：ソーシャル・ビッグデータによる「いじめ問
題」の検知に関する調査

 藤原企画：人と人の間の距離感を把握する社会システ
ムに関する調査

 吉永企画：子どものSOSの発見と支援のためのプラット
フォーム構築調査

6

“間”

公私空間における位置づけ

私的空間公的空間

黒田PJ 田村PJ

仲PJ成本PJ

森田PJ

7

       



9 

      平成27年度採択プロジェクト紹介 ① 

養育者支援によって子どもの虐待を低減する 
システムの構築 

子ども虐待対策の鍵は養育者

こども虐待は養育者の「SOS」

どんな親でも子にとっては愛着対象

こどもの支援にくらべ養育者支援は遅れている

↓
養育者支援に特化したプロジェクトが必要

（父母だけでなく親族、里親を含む）

コアターゲット

2

・養育者援助プログラムは虐待での施設入所例の0.9%(2006)、2008家庭復帰例の30% (山本、2008/2011)
・養育者援助プログラム実施にこぎつけるケースは多くない、理由は児相の人員・時間不足（加藤、2014）

＊人を対象とする研究の倫理指針、及び個人情報保護に十分に配慮して研究を行います。

虐待の原因（リスク要因）

生物学的要因 社会・環境要因

ボトルネック１
生物学的要因

3

とくに養育者にメンタルヘルス問題があると対応困難・重症化
虐待による施設入所例の7割
狭義精神疾患よりもむしろ嗜癖・依存や発達、パーソナリティの関与
児童福祉と精神保健福祉の連携が重要

(松宮、2014)
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黒田 公美 （理化学研究所 脳科学総合研究センター 親和性社会行動 

                           研究チーム チームリーダー） 

研究グループA （黒田）
養育者のメンタルヘルス問題

A: 養育者側の要因 （黒田公美）

A1 福祉協働と専門職の精神保健教育の推進
A2 重度虐待養育者の実態調査と支援 （”加害者臨床”）
A3 倫理・個人情報・法制度上の課題

計画

4

5

(杉山、2011)

虐待の子側要因と虐待の連鎖

過半数、とくに高機能
PDDが虐待高リスク

（知的障害は15%以下）

47%

多動・衝動（解離が背景）
は全体の8割以上

ボトルネック１
生物学的要因
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研究グループB （友田）
子側の要因、愛着障害

B: 子の要因、愛着障害 （友田明美）

B1 愛着障害児の脳科学・生物学的要因
B2 養育困難を呈する養育者の生物学的要因
B3 母子間相互作用

計画

MRI拡散強調法：脳部位間の線維連絡を可視化ｆMRI: 各脳部位の活動状態を可視化
6

福井県
永平寺町

母子コホート

 貧困・雇用不安・ひとり親・外国籍

 社会慣習・制度的問題

 養育者

 子

虐待の原因（リスク要因）

生物学的要因 社会・環境要因

対応しやすいはずだが・・

ボトルネック2
社会・環境要因

7

      平成27年度採択プロジェクト紹介 ① 
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社会環境因への支援対応の比較

 フランス （パリ市、落合・水野による調査）

• 多彩な社会福祉的サポート（無料オムツ、語学教育・・）

• 心理・教育・福祉の専門家による教育プログラム

• 親が拒絶的⇒児童担当判事と連携し強制的教育・支援

日本

• 社会福祉的サポートの不足

外国籍の子どもの養育過程の問題⇒非行

国際結婚した母親の孤立・育児不安

ひとり親家庭の多くがワーキングプア

• 司法インフラ不足⇒介入支援に強制力がない

ボトルネック2
社会・環境要因

虐待深刻化を
止められない

日本の制度に課題

社会・環境要因

のみでは虐待重症
化は少ない

8

現在の環境
例：社会経済的地位, 家族

脳（中間表現型）
例：特定脳部位の発達

不全 ・機能低下

心理・行動（表現型）
例：育児ストレスへの弱さ

うつ,  嗜癖行動

⇒子ども虐待

遺伝的要因
例：特定遺伝子の変異・機能低下

生育環境

ボトルネック2
社会・環境要因社会・環境要因と生物学的要因の

相互作用 ⇒文理融合研究が必要

例： ”うつ”状態

貧困・社会的孤立
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研究グループC （落合）
虐待の社会・環境要因

C: 社会・環境要因 （落合恵美子）

C1 大規模コホートによる環境・社会要因解析
C2 高社会リスク家庭（貧困、ひとり親、外国籍等）の調査
C3 国際比較調査

計画

公共圏親密圏 間

10

11

 国家による家族への介入・援助に消極的
弱者保護を家族に過度に依存

（ex. DVへの介入、離婚時の養育費取立て等）

 司法インフラの不足 ⇒児童の一時保護や解除の多くを、司法チェッ
クなしに行政判断で行っている

 家族関係社会支出が少ない （2011, GDPの1.36%)
⇒児童福祉行政の財源・マンパワーの不足

(水野、2010)

日本の司法・行政システム
固有の課題

ボトルネック2
制度的要因

      平成27年度採択プロジェクト紹介 ① 
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研究グループD （水野）
行政・法制度要因

D: 行政・法制度 （水野紀子）

D1 家族法と行政運用の国際比較
D2 児童福祉司等行政職の職域と教育
D3 懲戒権への具体的指針

計画

12

多分野連携・当事者参加の協力体制

研究協力者

虐待被害・加害当事者

児童福祉・母子保健・精神保健専門職

アドバイザー

山極壽一 大日向雅美A: 養育者 C: 社会環境B: 子

D: 行政・法制度

組織

13
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アウトカム

養育者支援に
必要な改革

 社会環境因と生物学的要因の
定量調査と交絡分析

 司法行政制度の国際比較と効
用評価

 行政・福祉職の職域・教育
 養育困難・愛着障害のバイオ

マーカー
 治療的介入の開発・治験 ・・・

エビ
デンス

A: 養育者 C: 社会環境B: 子

当事者 行政職

D: 行政・法制度

14

（3年後）

（素案）

虐待リスク要因の抽出・分析
⇒科学的根拠に基づく養育者支援

⇒公/私協働体制の社会実装 （～10年後）

アウトカム

ゴール：子どもだけではなく

養育者や、子どもの育ちを支える

すべての人々の安心・安全へ

15
ご意見・ご協力よろしくお願いいたします
oyako@brain.riken.jp; youikusha2015shien@gmail.com

      平成27年度採択プロジェクト紹介 ① 
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      平成27年度採択プロジェクト紹介 ② 

全国調査データベースを用いた児童虐待の 
予防・早期介入システムの開発 

University of Tsukuba

保護を
要する
虐待群

見守りで

対応する

虐待群

虐待予備軍

養育困難

私的空間 公的空間
児
童
相
談
所

市
町
村

全国児相データ

安全確認・介入など

健診・家庭訪問

一貫したリスク評価がない中で判断が担当者の経
験だよりになりがち。（全国データの活用が不十分）

人事異動もあり経験の蓄積や対応の向上が困難

児童相談所は激増する事例に対応しきれず、市
町村などの関連機関との連携・役割分担が重要
だが、リスク評価基準が共有されていないため、

各々の働きかけの間の結びつきが薄い。

援助側は、支援を求めない養育者の様子がわからない。

養育者側は、養育がうまくいっていなくても自覚できな
かったり、ＳＯＳをうまく出せない場合がある。

家庭

虐待群

University of Tsukuba

乳幼児健診調査

保護を
要する
虐待群

見守りで

対応する

虐待群

虐待予備軍

養育困難

私空間 公空間
児
童
相
談
所

市
町
村

全国児相データ

スマホアプリ
子育て情報支援サイト

リスクに応じ
た的確な
対処

安全確認・介入など

情報提供

養育の振り返り

支援希求の促進

リスク評価予測式

対応ガイドライン

一貫性のある基準の共有

連
携

健診・家庭訪問

養育者が支援者を信じ、助けを求められる

家庭
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森田 展彰  （筑波大学 医学医療系 准教授） 

University of Tsukuba

目標

① 全国児童相談所調査データを用いた虐待リスク判断
の予測式の開発(研究１）

 相談所で重篤度予測に応じた効果的な対応が可能に

② 乳幼児健診受診者調査による、児童虐待予備群の
実態把握、虐待リスクチェックリストおよび早期対応ガ
イドラインの作成(研究２）

 健診に組み込むことで早期予防対応が可能に

③ 児童虐待予防や早期対応に効果的な子育て支援
総合情報を提供するアプリとサイトの開発(研究３）

 ①や②の研究で見出されたデータを基に、養育者や支援
者を支援して、虐待リスクへの予防・対応できるようにする。

University of Tsukuba研究１:全国調査データベースを用いた児童虐待
リスク評価式と対応ガイドラインの作成

1-1.全国児童相談所調査

1-2.一時保護所入所児童状況調査

使用するデータベース（当グループの和田研究員が調査自体に関わり、解析
許可を取得。森田PJチームの中でも一部メンバーに限定した契約）
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             平成27年度採択プロジェクト紹介 ② 

University of Tsukuba1-1.全国児童相談所調査
対象：H25年4月1日~5月31日の期間に児童相談所が児童虐待
相談として受理した全事例11,257名（被虐待該当7,341名）

方法：各事例の児童福祉司が調査票に回答
 全国207児童相談所すべての協力（回収率100％）
 受理時（回顧的4-5月）と9月1日時点の状況の双方
→ 受理時の情報から、5カ月後の評価対応を予測できる
詳しく調査した上での評価受理時の項目

第一発見者・児相への通告者・実際の虐待有無
被虐待児：年齢・性別・虐待種別（身体的・心
理的・性的・ネグレクト）・虐待重症度・虐待
期間・児童の虐待認知・虐待に起因する身体／
精神症状
虐待者：続柄・就労状況・心身状況・虐待の認
知・生育歴・離婚歴・学歴
家族状況：家族構成・世帯の経済状況・健診受
診・母子手帳
虐待につながる状況（望まれない出生・未熟
児・知的障害、経済的困難・若年出産・DV等）

 9月1日時点の項目
 取り扱い状況（終結・調査中・継続指導

中・施設入所中・里親委託中）
 現在の相談種別（虐待による養護・養護・

保健・心身障害・非行等）・受理状況（虐
待としての再受理等）

 支援状況：援助内容・面接／連絡回数・改
善状況

 一時保護の有無（その理由・保護期間・保
護した後の経過）

★上記項目のいくつかを工夫してアウトカム
として用いる

University of Tsukuba1-2:一時保護所入所児童状況調査
 対象：平成25年8月1日ー31日の期間に3日以上入所した児童
保護理由は「虐待」に限らず、非行・児童養護施設の不調・障
害・育成など）

 方法：アンケートを一時保護所の職員が記入
全国207児童相談所の180箇所（86.9％）の協力

 測定時期①入所時、②退所or2ヵ月後、③入所15〜16ヶ月後
 調査項目

• 取り扱い理由（主訴）:虐待・非行・障害・入所施設の問題など
• 年齢・性別
• 世帯の経済状況・家族構成
• 逆境体験：離婚歴・養育者の犯罪歴・アルコール薬物使用・DV・虐待
（身体的・心理的・性的）・ネグレクト

• 保護歴・措置歴
• 保護解除までの期間
• 解除後の処遇（家族引き取り・施設入所など）
• 保護解除後の 虐待再通告の有無
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University of Tsukuba分析の方針

初期の状況
 虐待内容
 被虐待児の特徴
 虐待者の特徴
 家庭・環境要因
 施設側の対応

etc…

経過
 その後の状況
 重症化の程度

etc…

対応後3-4ヶ月／入所後2ヶ月or15ヶ月

児童虐待リスク予測式の作成
 初期の状況がわかればその後のリスク評価がわかる

例：〇〇の要因がある子どもは、再通告リスクが〇〇倍
 リスクスコアを作成して、それを参考にして、支援方針の
決定のガイドとなるようにする。
参考例：肺炎のリスクスコアをみて診療や指導にいかす

重症度や問題別に対応ポイントをまとめたガイドライン作
成し、これをサイトやアプリでわかりやすく示す。

University of Tsukuba

予後予測解析の例
「一時保護解除後の虐待再通告」の予測結果
（多重ロジスティック解析）

子どもの要因：発達障害あり （OR:0.38)
親の要因： 離婚歴あり （OR:3.01）

物質使用障害あり（OR:3.36）
DV あり (OR:2.27）

家庭の要因：
虐待の内容： ネグレクト （OR: 2.10)
 介入内容の要因：
保護解除後に家族が引き取った（OR:5.34）

→上記の赤字の要因があれば、一時保護解除は慎重に行う
べきであるといえる。
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      平成27年度採択プロジェクト紹介 ② 

University of Tsukuba

目標：研究１の児童相談所データには含まれない一般集団に潜在する
育児困難群、虐待予備群の特徴を明らかにする。

研究2：乳幼児健診受診者を対象にした子育て困難の調査

乳幼児健診データのメリット：回答率が非常に高く、質の高いデータ特
に発達や医学や歯学問の客観的な所見が得られる。

分析により期待される成果

• 後の時点で不適切な養育行動を行うことを、以前の健診時の養育者や子どもの特
徴から予測できる。健診時に、将来のリスクを予測して介入方針を決める。

• フォローされた親子の変化を確かめられる。

対象者：関東甲信越のA自治体で行われた複数時点（妊娠申請、10か月、1
歳半、3歳半）の健診データをマッチングさせ縦断的なデータとして分析する。

調査項目
• 子どもの特徴：性別、体重、医学的問題、発達の問題、出生歴、既往歴、予防

接種歴、歯科検診
• 養育者の特徴：年齢、体調、喫煙、育児の相談先、育てにくさを感じるか、不

適切な養育行動、「子育ては楽しいか？「子どもの発達に関する知識」

University of Tsukuba

養育者用

研究３：児童虐待予防や早期対応に効果的な子育て
支援総合情報を提供するアプリとサイトの開発

大規模データベースに基づく子育て支援情報サイト

（援助者用ガイドと養育者用ガイドのサイトを構築）

養育者のセルフ

チェックと自己学習

養育者と支援者
の共同意思決定
（Shared Decision 
Making)

援助者用

ｹｰｽﾜｰｸにお
けるﾘｽｸ評価

支援 タブレッ
ト・スマ
ホの利
用

サイトと
の連携
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子育てで少し疲れて
いるようですね! 
息抜きにこのアプリを
使ってみませんか？

インストール
しようかな

養育者による活用

0
1
2
3
4
5

１回目（2016.1.10） ２回目（2016.1.18）

あなたのセルフチェック

自己効力感 ソーシャルサポート

自分に自信が持て

なくなっているよう

ですね。子どもとの

接し方を振り返るた

めにこの動画を見

てみませんか？

（５分で終わります）

やって
みる

戻る

健診時に医療機関等からアプリを紹介し、
その場でインストールしてもらい、セルフチ
ェックや記録をつけ、コーチや助言をする。

相手のお母さんの顔色を気にして

感情をコントロールできなくて

子どものしつけとして

あなたは必要以上に自分の子どもを
叱りました。どんな気持ちでしたか？

子ども同士のおもちゃの取り合い

相手のお母さんの顔色を気にして

感情をコントロールできなくて

子どものしつけとして

援助職による活用
養育者の記録を見て個別相談に活かせる
事例のリスク評価の一材料として共有

リスク評価支援
アプリこの事例
の条件を入力

して

DVあり ・・・・・・・再通告リスク2.倍↑
物質使用なし・・・再通告リスク0.3倍↓
離婚歴あり・・・ 再通告リスク3倍↑
親が養育問題認めない・・再通告リスク４倍↑
おちつきがない・・・・・・・再通告リスク2倍↑

→再通告リスクスコア

→子どもの症状重症度リスクスコア

10点中９点

この事例、難しいな・・・

親は強く引き取り求め
ているが、子どもを
家庭にもどしたほう
がいいかな？

「今は保護を継続
しよう」

or,「一旦は返す

が、○○という方
法でリスクを減ら

そう」

10点中７点
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      平成27年度採択プロジェクト紹介 ③ 

多専門連携による司法面接の実施を促進する 
研修プログラムの開発と実装 

2

親密な関係性のなかの被害

知人・身近な大人による暴力， DV，いじめ，

障がい者・高齢者虐待，児童虐待

2. 「社会の課題」
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0
年
度

2
1
年
度

2
2
年
度

2
3
年
度

2
4
年
度

2
5
年
度

身体的虐待

性的虐待

怠慢または拒否

心理的虐待

児童相談所の相談件数 警察児童虐待事件

467

福祉：家族統合
司法：加害者排除

88931

1

地域

家庭

友人
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仲 真紀子 （北海道大学 大学院文学研究科 教授） 

3

福
祉

警
察

検
察

裁
判

「要」となる子どもからの事情聴取

・・・○○らが暗示や迎合により体験していない事柄を
供述した疑いを残すというほかない。（H25)

当時７歳だった女児に・・・深刻な二次被害が生じまし
た。（H25.5.16，朝日新聞)

6

3. アプローチ法

多専門連携による司法面接の実施を促進する

研修プログラムの開発と実装

 導入

 自由報告

 質問

 オープン質問

 WH質問

 クローズド質問

 確認質問

 クロージング

ホワイト
ボード！

多専門連携で
実施
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6

司法面接研修者の推移

5

司法面接，研修プログラムの開発と改善

講義
» 司法面接の概要

» NICHDプロトコル

» 補助証拠

» 話さない子ども

» 難しい質問

自由報告の練習

 DVDを見ての練習

面接の計画

ロールプレイ

2008-2012：RISTEX

2012-2016：新学術
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8

仲グループ

仲真紀子

4. 関与者

マネジメントグループ
武田知明
尾山智子・高橋文代・立花恵里
佐・名畑康之

羽渕グループ
羽渕吉子
立部文崇・赤
嶺亜紀・松尾
加代 外国人

田中グループ
田中晶子
安田裕子臨床

北大司法面接支援室
連携支援プログラム
の開発，実務支援

地域

家庭

友
人

所

9

司法面接の実施

8.33

44.52

78

94.8

0

20

40

60

80

100

2007 2010 2011 2013

警察でも

検察でも

次のステージは
多専門連携

H.25.10.28
厚労，警

察，検察も
推奨

法的措置が
予想される事例

児童相談所
山本（2012, 2013, 2015）
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親密圏内事案への警察の介入過程の見える化による
多機関連携の推進 

０．研究対象

犯罪的事象
刑罰法令に触れる行為（「犯罪」として取り扱われる可
能性のある行為）を含んだ事象

＊警察を含めた多機関（民間団体を含む）連携が必要

刑事的介入
警察が「犯罪」として刑事訴訟法に基づく捜査権限を行使
すること又は14歳未満の少年の場合に「触法事案」として
少年法に基づく調査権限を行使すること （事件化、立件）

＊犯罪的事象のうち刑事的介入の対象となるのは一部
（警察の介入がなされても現場措置にとどまる場合もある）

親密圏内
家庭内事案（児童虐待、配偶者からの暴力等）
学校内事案（生徒間暴力、対教師暴力等）

＊かつては権力的介入はできるだけ避けるべきとの考え、
今日では被害の放置は許されないとの社会的認識

＊判断に際し、検察官以外との協議・調整は行われない
（予防・警戒に際して相手方と協議・調整が行われるのとは異なる）

刑事的介入についての調査は、これまでほとんど行われていない

１．警察を含めた多機関連携の課題

・情報を提供したときどう動くか分からない
・一方的に行動されるので、自分たちの
望む解決が困難になる
・やれるはずのことをしてくれない
（認識不足、誤解の場合もある）
・連携しずらい相手、情報提供はリスク‥

他機関側

犯罪的事象への
対処には、警察
との連携が必要

警察側

刑事的介入は
警察が決める
（判断、理由は
説明しない）

相互に連絡を
とりあって
対処したい

早期情報提供
要請（やるべき
ことはやる）

他機関にとっての警察 円滑な連携のためには

・他機関から警察の刑事的介入とそ
の後の展開が理解できることが重要

・専ら人的関係に基づくものから、「目
に見える」ものに基づく関係に

・理解できれば他機関にとってリスク
が小さくなり有益な情報提供も可能に
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田村 正博 （京都産業大学 社会安全・警察学研究所 所長） 

（補足）行政機関の特質＝連携の難しさの原因

• 「個人情報保護の問題があるから他の機関に情報を提供できな
い」というのは表面的な理屈付け （他の行政機関に個人情報
を提供することは「相当な理由」があれば法的には可能）

• 行政機関はそれぞれが異なる設置目的を達成するために存在

• 組織管理者は、限られた人員・予算で目的達成に最善を尽くす
義務、コスト（抗議対応を含む）を考慮しつつ成果を追求

⇒抗議対応コストを上回るメリットが予想されないことはしない

⇒中心的な目的からはずれた事態への負担は回避したい

• 強い社会的非難を招く事態を回避する要請、 「責任放棄」批判

• 他機関の行動は統制できない＝他機関を巻き込むのはリスク

• 不確実性があるほどリスク高い、相互理解・信頼が極めて重要

• 行政機関の在り方を決めるのは市民（無責任な議論批判の横
行は行政を劣化させ市民に不利益）～介入範囲につき社会的
合意と理解があり、合理的な対応（連携を含む）がなされる社会

２．研究開発目標

Ａ関係機関が警察の刑事的介入を理解できるものの作成

親密圏内における犯罪的事象に対する警察の刑事的介入がどのよう
なものであり、どのような場合に、どのような要素を考慮して、判断さ
れるものであるかを明らかにし、とりまとめる

C 市民を含めた共通理解を形成するための素材の提供

結果論や一面的主張（外国例につき都合の良いところだけの引用）
ではなく、市民とともに、介入がどうあるべきかを冷静に論ずるため、
利害得失や法学的な見方、外国例などを広く紹介する

B 関係機関がより良い対応をするための参考例の提供

例：学校内事案で警察の刑事的介入を得つつその子を救う

＊関係機関が理解できる（認識の違いの解消を含む）ものにする
＊刑事的介入を関係機関がある程度予測できるものを含む

基本：警察を調査、その成果を主に関係機関に提供
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３．研究調査

Ⅰ 警察対象調査

親密圏内における犯罪的事象に対する警察の刑事的介入判断の実
態について、インタビュー調査、調査票調査等を通じて解明

Ⅱ 関係機関対象調査
児童相談所、学校等を対象に、警察の刑事的介入に対する経験と
認識について調査

Ⅳ 規範的調査研究
警察の刑事的介入が、どこまで、どのようになされるべきかについて、
警察及び関係機関の見解を踏まえつつ、外国例調査、公法学・刑事
法学的知見を含めた研究を行う

Ⅲ グッドプラクティス調査

先進的事例の収集調査（警察、児童相談所、学校、検察等）

＊感性工学に基づく研究開発の試みを含む
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４．研究実施体制

警察研究基盤

研究代表者は、元警察大学校長（現在も同校常任講師）
主任研究員は、日本で唯一の警察官対象調査研究実績
所外参加者に、元警察本部生活安全部長・捜査一課長
警察大学校警察政策研究センターとの連携
京都府警察をはじめ多くの府県警察の協力

多様な研究者
本学内の感性工学研究者の研究参加

教育社会学（日本生徒指導学会会長）・児童福祉論（元児童
相談所長）・法心理学の専門家の助言

研究母体
「社会安全・警察学研究所」は警察組織・関係機関と協力関係
＊刑事法学・警察学・被害者学・警察行政法学等の研究者
＊警察本部長らの参加を得たシンポジウムや研究会等を開催

研究倫理の遵守、個人情報は原則取り扱わない
（個人名がなくとも推知され得る情報の取扱いに細心の注意）

関係機関研究
基盤

教育委員会の生徒指導分野責任者、児童相談所長の参加
京都市教育委員会、京都市児童相談所などの協力
グッドプラクティス経験者（公立中学校長経験者等）の協力

＜研究上の留意事項＞
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高齢者の安全で自律的な経済活動を見守る 
社会的ネットワークの構築 

事例 米びつが金庫
• 米びつを金庫代わりする80代女性。一人暮らし。

• 遠戚は遠方。日頃から迷惑をかけたくないと言っていた。

• 1年半前に銀行からお金を20万円だし、生活費に。

• デイサービスの支払いがお札から、小銭になって行き、ついに
は利用を断ってきた。

• 「おかしい」とケアマネジャーが察知。本人宅へ行き、残金が
680円になっていたことが分かる。

• 数か月間、食事は梅干しとお米だけだったことも分かる。

• 支援者が付き、通帳を確認すると、残金は1千万以上あったが
、本人は知らず。出金をすることも出来ない。助けを求めること
も分からなかった。

• 本人の心もとなさ、怖さ、不安を考えると・・・

• 認知症の深まりを誰かが、もう少し早く気付けていれば・・・

地方銀行窓口での高齢顧客の現状

• 度重なる通帳、カード、印鑑紛失に伴う再発行、改印手続き

• 特殊詐欺被害が疑われ、行員が説得

• 預金の引出し、解約を行ったことを忘れて、銀行に抗議したり、
現状回復を要求

• 勘違いによる現金違算の申出（窓口やATMで10万円引き出し
たが9万円しか受け取っていない等）

• 度々、同様の目的で来店され、都度説明を実施

• 銀行に用事もなく長時間来店

3
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成本 迅 （京都府立医科大学 大学院医学研究科 准教授） 

「私」空間
• 地域で生活する人々の生活・生活
関係を対象にする私空間

• 民法などの私法（例；成年後見
制度）

「公」空間
• 人々と国・地方公共団体との関係
を対象にする地域コミュニティ

• 行政法などの公法（例；個人情
報保護制度）

インフォーマルな間の消失

「私」空間と「公」空間の
あるべき関係

高齢顧客との取引制限

訪問取引の撤退による
金融機関と地域とのつながりの希薄化

高齢者の自律的な経済活動の保障・判断力低下時における保護システムの構築

高齢者の資産退蔵

認知症発見時における
民間機関と公的機関との情報共有

の難しさ

医学検討
グループチーム

法的検討
グループチーム

経済波及効果
グループチーム

能力低下検知
システム開発
グループ

リーダー 成本 迅
京都府立医科大学
認知症患者の実態調査 等

リーダー 小賀野晶一
中央大学
個人情報保護法の法的条件等
の検討 等

リーダー 藤田 卓仙
名古屋大学
経済的波及効果等検討 等

リーダー 吉冨 康成
京都府立大学
データ解析、システム開発

【協力者】
（産）三井住友信託銀行、京都銀行、IIJグローバルソリューションズ、ベネッセスタイル
ケア、大日本印刷
（官）京丹後市

（民）認知症の人と家族の会京都府支部、京都社会福祉士会、認知症フレンドリージャ
パン・イニシアチブ
（学）樋口範雄（東京大学）、堀田總子（国際医療福祉大学）、中川裕志（東京大学） 他

【実施体制図】

成本 迅

（研究責任者）
京都府立医科大学

全体統括

マネジメント
グループ
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H27 H28 H29 H30

マネジメントG
京府医大

医学検討G
京府医大

経済波及効果
検討G

名古屋大

法的検討G
中央大

能力低下検知
システム開発G
京都府立大

①高齢者対象
web調査

②認知症に向けた経
済的な備えと金融リテ
ラシーに関する調査

⑦経済的波及効
果の検討

③認知症患者の
経済活動に関する
実態調査

④金融機関対象
のアンケート調査

⑤金融機関の顧
客データから能力
低下を検知する仕
組みの開発

⑥個人情報保護の
法的条件の検討

⑧法制度及び
政策提言

⑨実装に向けた仕
組みづくり

全国調査

JSTARによる一般住民
データとの比較
コスト分析

データの提供

データの
提供

一般市民との情報共有・
普及啓発

①マイナンバーと記帳事項から経済活動の能力低下
を検知するシステムの試作とシミﾕレーション
②購買活動から能力低下を検知するシステムの試作

企業

連携

データの提供

見守り者への通報システム
の試作とシミュレーション

地方自治体

連携「個人情報保護法制
2000個問題」への対処

検討結果の
提供

検討結果の
提供

国内外の
事例調査

意見交換

地方自治体

地域包括ケアとの
統合について検討

民間事業者

検討結果の
提供

意見交換

実施内容1, 2．認知症に向けた経済的な備えと金融リテラシーに関する調査

75-80歳 80-84歳 85歳以上

認知症病出現率 7.1% 14.6% 27.3%
厚生労働省. (1994)

認知症は誰にでも発症し得る
↓

発症後に意図しない契約を結ん
でしまうリスクは誰にでもある

事前の対策*が急務
*一定の年齢や要介護度に達し

た以降の契約事項の後見人（民
事信託含む）を事前に決める等

事前対策の実態把握と対策強化の
政策インプリケーションが必要

全国60歳以上男女を

対象に、事前対策の有
無に関するアンケート

調査を実施

被説明変数：事前対策の有無

説明変数：年齢、性別、学歴、金
融リテラシー・スコア、健康状態、
家族構成、資産、収入等

①事前対策の実態把握：
「公」の介入はどの程度必要

か？

②現状の事前対策強化による
政策インプリケーションの導出

計量経済学的実証分析

ウェブによるプレ
調査＋本調査

𝑃𝑟𝑜𝑏 𝑃𝑟𝑒𝑝𝑎𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛 = 1 = 𝛼 + 𝛽𝐴𝑔𝑒 + 𝛽𝑆𝑒𝑥
+𝛽𝐸𝑑𝑢𝑐 + 𝛽Literacy + 𝛽Asset + 𝛽Income

+𝛽Health + 𝛽Spouse + 𝛽Child + 𝜀

アメリカ型 or 北欧型？

担当：経済波及効果検討グループ
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実施内容3．認知症患者の経済活動に関する実態調査

担当：医学検討グループ

予定
• 京都府立医科大学附属病院
• 南丹病院
• 綾部市立病院
• 福知山市民病院
• 京都府立医科大学附属北部医療センター
• 京丹後市立弥栄病院

郡部から都市部まで様々な地域からのデー
タサンプリングが可能
認知症発症に伴う経済的変化について
他のグループに必要な情報を調査し提供

先行研究

認知症による経済被害、機会損
失をインタビュー調査から試算
⇒経済被害9兆5760億円
⇒機会損失27兆8320億円

木之下徹ら（2009）

個人情報共有
ルール

民間企業

地域
行政

銀行

高齢者：介入すべき
ハイリスク群の特定

自由で安全な経済活動
の保障

ム開発

クホルダーが参加した共同でのルール形成
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2

・ 石井 光太 （作家）

・ 岡 檀 （和歌山県立医科大学）

・ 岸 徹 （元 科学警察研究所）

・ 坂倉 杏介 （東京都市大学）

・ 竹島 正 （川崎市）

・ 藤岡 一郎 （京都産業大学）

・ 松本 泰 （セコム㈱IＳ研究所）

・ 遊間 和子 （㈱国際社会経済研究所）

・ 吉田 恒雄 （認定ＮＰＯ法人児童虐待

防止全国ネットワーク／駿河台大学）

領域の運営体制

養育者支援によって子どもの虐待を低減するシステムの構築
黒田 公美（理化学研究所脳科学総合研究センター チームリーダー）

RISTEX

領域総括 山田 肇

領域アドバイザー

運営マネジメント・サポート

運営の責任者

総括に対し専門的助言

親密圏内事案への警察の介入過程の見える化による多機関連携の推進
田村 正博（京都産業大学社会安全・警察学研究所所長）

多専門連携による司法面接の実施を促進する研修プログラムの開発と実装
仲 真紀子（北海道大学大学院文学研究科教授）

高齢者の安全で自律的な経済活動を見守る社会的ネットワークの構築
成本 迅（京都府立医科大学大学院医学研究科准教授）

全国調査データベースを用いた児童虐待の予防・早期介入システムの開発
森田 展彰（筑波大学医学医療系 准教授）

・ 都市型コミュニティ（川崎市）における援助希求の多様性に対応した
介入・支援に関する調査

・ ソーシャル・ビッグデータによる「いじめ問題」の検知に関する調査

・ 人と人の間の距離感を把握する社会システムに関する調査

・ 子どものSOSの発見と支援のためのプラットフォーム構築調査

H27年度採択プロジェクト

H28年度、新たにプロジェクトを募集予定

プロジェクト企画調査 （H27.11～H28.3の約5ヶ月間研究開発を実施）

       午前の部 まとめ 

領域の体制・特徴 

取り組みの特徴

 プロジェクト任せではなく、他プロジェクト・アドバ
イザーと相互に関係を持ち、研究開発領域が一
体としてアウトカムの実現を目指す

 関与者（ステークホルダー）との密接なコミュニ
ケーション、現場主義（関与者との協働）を徹底
し、社会への実装を強く意識する

 プライバシーや研究倫理等に配慮する。プロジ
ェクトは倫理委員会の承認を得る等、必要な手
続きを行い、領域としても十分に留意する

3

今後の成果に期待してください



 
 

＜研究開発領域の課題＞ 

 ・ストーカーやDV、児童虐待、高齢者を狙った詐欺事件、ネットいじめ等について、 

    横断的な解決に資する研究開発を進めたい。 
 

 ・今年度採択されたプロジェクトには偏りがある。 
 

＜フロアとの対話の目的＞ 

 ・研究開発領域の今後の進め方について意見・提案を頂くこと。 

 
テーマ① ～コミュニティにおける“間”とは何か？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

テーマ② ～テクノロジーによって高齢者の安全は創れるか？ 
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話題提供 岡  檀 
領域アドバイザー 
和歌山県立医科大学 保健看護学部  
講師 

講 師 竹島  正 
領域アドバイザー 
川崎市 健康福祉局 障害保健福祉部  
担当部長（精神保健） 

講 師 田村  正博 
研究代表者 
京都産業大学 社会安全・警察学研究所 
所長 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 山田  肇 
領域総括  
東洋大学 経済学部  
教授 

話題提供 遊間  和子 
領域アドバイザー 
㈱国際社会経済研究所 情報社会研究部  
主幹研究員 

講 師 松本  泰 
領域アドバイザー 
セコム㈱IS研究所 コミュニケーションプラットフォームディビジョン  
マネージャー 

講 師 成本  迅 
研究代表者 
京都府立医科大学 大学院医学研究科  
准教授 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 山田  肇 
領域総括  
東洋大学 経済学部  
教授 

      午後の部 フロアとの対話 

  趣 旨 
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      フロアとの対話① ～ コミュニティにおける“間”とは何か？ 

日本で“最も”自殺の少ない町の 
公／私空間について考える 

「私」の安全と「公/私」の概念

1. 「私」「プライバシー」を守るために、堅牢な壁を築いて
外部からの侵入を防ぐ仕組みを作る。

2

2. 壁の内側＝私空間が見えづらいがゆえに発覚が遅れ
る問題に対し、「公」による早期介入が可能な仕組み
を作る。

これら以外の「公/私」の
概念についても考える

全国3,318市区町村で“最も”自殺率が低い町
• 徳島県旧海部町（かいふちょう）
• 県南端、太平洋に面する小さな田舎町
• 人口約3,000人（高齢者率36.3％）面積26.36 km²

3

隣接した2町の自殺率は高く
海部町だけが突出して低い

合併し、
現在は海陽町
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「私」の安全と「公/私」の概念

1. 「私」「プライバシー」を守るために、堅牢な壁を築いて
外部からの侵入を防ぐ仕組みを作る。

2

2. 壁の内側＝私空間が見えづらいがゆえに発覚が遅れ
る問題に対し、「公」による早期介入が可能な仕組み
を作る。

これら以外の「公/私」の
概念についても考える

全国3,318市区町村で“最も”自殺率が低い町
• 徳島県旧海部町（かいふちょう）
• 県南端、太平洋に面する小さな田舎町
• 人口約3,000人（高齢者率36.3％）面積26.36 km²

3

隣接した2町の自殺率は高く
海部町だけが突出して低い

合併し、
現在は海陽町

岡 檀 （和歌山県立医科大学 保健看護学部 講師）  
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      フロアとの対話① ～ コミュニティにおける“間”とは何か？ 

調査と分析

 「自殺希少地域」海部町を主たる対象、
「自殺多発地域」A町などを比較対象に

 4年間にわたり、200人以上にインタビュー
 参与観察 （祭りの準備や保健師活動へ随行）
 アンケート調査2回：住民約3,300人対象

20歳以上無作為抽出 回収率89.8％と96.1％

調査と分析

4

対極的な存在
真逆の特性を持って
いるのではないか

1. 緊密過ぎない、ゆるやかな人間関係

2. 多様性を重視する

3. 人の評価は多角的に、長い目で

4. 有能感（自己信頼感）を醸成

5. SOS発信を促す

海部町コミュニティにおける
5つの自殺予防因子

5

息苦しさ
生きづらさを
減らす
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海部町民の言う“プライバシーの侵害”とは

6

一挙手一投足が把握され、いわゆる“筒抜け”

同調を強要されたり、嗜好を矯正されたりする

多様性を脅かす要素に対し非常に敏感
強く抵抗する

OK

NG

公/私を
どう捉えるか

海部町のリスクマネジメント術

ことわざ 「病、市に出せ」

7

「私」を「公」に引き入れる発想

やせ我慢を戒め、早期開示を促す
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      フロアとの対話① ～ コミュニティにおける“間”とは何か？ 

海部町の「公/私」の概念

8

 公/私の関係を、上位下位とも、対峙する
関係とも捉えていない

 公/私の隔たりがゆるい 柔軟 自在に動く
 公/私は“循環”するものと捉える

 損得勘定
 「情けは人の為ならず」

病を市に出させるために

9

1. 緊密過ぎない、ゆるやかな人間関係

2. 多様性を重視する

3. 人の評価は多角的に、長い目で

4. 有能感（自己信頼感）を醸成

5. SOS発信を促す
早期介入を
可能にする
環境づくり
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      フロアとの対話② ～ テクノロジーによって高齢者の安全は創れるか？ 

高齢者の安全×ICT―欧州での動向― 

1.「私」空間での高齢者の安全・安心？

 高齢者虐待の判断件数、相談通報（2013年度）
 介護事業の業務従事者からの虐待判断件数300件・通報相談件

数1200件→7年連続で過去最多を更新

 家族・親族等からの虐待判断件数15,739件・通報相談件数
25,791件→３年ぶりに増加

資料出所：厚生労働省「平成26年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく
対応状況等に関する調査結果 2/15

 高齢者の入浴事故（2014年）
 家庭の浴槽での溺死者数は4,866 人と、10 年間で約７割増加、

そのうち高齢者（65 歳以上）が約9割を占める

 厚生労働省の研究班の調査では、救急車で運ばれた患者数から
推計した入浴中の事故死の数は年間約1万9千人（死因が溺水以
外の疾病等と判断されたものを含む）

資料出所：消費者庁プレスリリース（平成28年1月20日） 3/15
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 高齢者の家庭内事故では、75 歳以上の事故が多い

 ｢軽症｣が全体の約6 割を占めたが、年齢別でみると75 歳
以上は重症化する割合が高い

 事故のきっかけは、転落、転倒など

資料出所：国民生活センター「医療機関ネットワーク事業からみた家庭内事故－高齢者編－」（2013年） 4/15

 契約当事者が70歳以上の高齢者が関与する消費トラブル
の相談は20万件超

 振り込め詐欺のうち、特に高齢者の被害が多いオレオレ詐
欺の2014年の認知件数は5,557件、被害者の9割は60
歳以上

資料出所：厚生労働省「2015年版 高齢者白書」

5/15

      

遊間 和子 （㈱国際社会経済研究所 情報社会研究部 主幹研究員）  
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2.欧州におけるICTによる社会課題解決

 欧州の成長戦略Eurpe2020
 アクティブで健康な高齢化に関する欧州イノベーション・

パートナーシップ（European Innovation Partnership 
on Active and Healthy Ageing：EIP/AHA）
 ACTION PLANS 2012-2015（①地域レベルにおける治療計画

への参画、②転倒防止、③機能低下や虚弱の予防、④統合ケア、
⑤自立した生活、⑥エイジ・フレンドリーな環境）を見直し、新しいア
クションプラン2016-2018を検討中

 プロジェクト支援のための資金

 FP7：ICT&Aging Well、eHealth
 AALジョイントプログラム

 Horizon2020：2016-2017の研究資金として、「SC1 - related to 
Health Demographic Change and Wellbeing」

 Health Programme：統合ケア・虚弱予防・治療計画への参画・エイ
ジフレンドリーなコミュニティの先進事例を実装しスケールアップ

6/15

3-1. ニューハム・ロンドン特別区サービスセン
ターの遠隔介護

 地方行政サービス「Newham Network Telecare
Service」として24時間モニタリングサービスを提供
 シェルタードハウジングを中心に9000名のクライアント

 高齢者等の自宅に設置された緊急通報装置、煙探知機、失禁セン
サー、転倒感知センサー等からのアラームに対応

 運営費用は年間100万ポンド、利用料収入で78%確保
 サービス利用料は、緊急通報装置で2ポンド/週
 低所得者には、自治体がケアの費用を直接利用者に現金給付し、

そこから福祉サービスの費用を支払う「ダイレクト・ペイメント方式」

 サービスセンターへの通報は、2012年で28万5千件
 電話からが20万件で、それ以外が緊急通報装置やセンサーから

の問い合わせやアラーム（転倒による救援、救急車要請など）

 駆けつけが必要な場合は、事前登録された「キーホルダー（自宅
の鍵を保管したボックスを開錠できる家族や近隣の友人）」へ連絡

7/15

      フロアとの対話② ～ テクノロジーによって高齢者の安全は創れるか？ 
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一般的な緊急通報装置
デザイン性の高い緊急通報装置

資料出所：筆者撮影

モニタリングルームの入口 Jontech社のモニタリング用ソフトに
よるオペレータによる対応風景

8/15

3-2. 協同組合方式で地域のeHealthを推進す
るSlimmer Leven 2020 cooperative（ｵﾗﾝﾀﾞ）

 SL2020は、 2012年3月設立したアイントフォーヘン・ブ
レインポート地域の80組織（自治体、企業、医療機関、介
護事業者等）によるeHealth推進のための協同組合組織

 ケアサークル（スマートホームによるリモートケアと夜間介護の連
携）、Open Data 4 Health（情報連携とPHR）、ヘルコプター・プ
ロジェクト（家庭内の環境データ・バイタルデータ測定による健康状
態評価）などのプロジェクトが進行中

 eHealthに対する意識の変化
 オランダの公的保険AWBZでも技術自体への支払いなく、ICTに

対する先行投資が必要だが、ICT利用により介護のしやすさを向
上させ、介護できる人数を増やすことで採算は取れる

 高齢者側もすべてを国・自治体に頼るという考えは薄れてきている

 ICT利用による解決に加え、患者・利用者の意識改革も重要

9/15
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 「ケアサークル」では、地域内の特別養護老人ホーム、小
規模介護住宅、生活支援や在宅介護の17組織の関係者
が、夜間介護をそれぞれの事業者が対応するのではなく、
地域共同モニタリングセンターを構築

 地域共同モニタリングセンターにコールが入ると、要介護者に最も
近い場所にいる介護士が検索され、派遣

 365日24時間サービスが可能になり、ビデオコミュニケーションに
より医師と会話もできる

 夜間介護が効率化し、コスト削減

地域共同モニタリング
センターでの対応 ベッドからのコール

資料出所：SL2020からの提供資料 10/15

3-3. 終末期の希望を関係機関で情報共有す
るシステムIntelesant社「ELMA」（英国）

 NHSイングランドでは、電子緩和ケアコーディネーションシ
ステムEpaCCs（Electronic palliative care co-
ordination systems）という終末期ケアに関する情報共
有システムのガイドラインを作成

 人生の終わりにおいて個人の選択・個人の管理を与え、個人の希
望の「死」を迎えられることを目的としたもの

 患者がどこで死を迎えるかは、NHSの主要な業績評価指標に

 医療経済の面では緊急入院を減少させるという効果

 EpaCCsに関する8つのパイロットプロジェクトを実施し、報告書

 Intelesant社 の「ELMA（End of Life Monitoring 
Assesment）」は、ガイドライン準拠製品
 ELMA上で、GP・患者・家族・介護施設のスタッフが終末期に関す

る希望を共有、GPの承認後、救急搬送や二次医療を含む地域の
保健経済の中でその情報が共有化

11/15

             フロアとの対話② ～ テクノロジーによって高齢者の安全は創れるか？ 
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 クラウド型アプリで、施設スタッフが患者や家族とのカウン
セリングを通じ、タブレット端末からELMAへ情報入力

 氏名、年齢、話す言語、誰が介護しているのかといった情報ととも
に、英国特有の余命レジストリ（Palliative Stage）が表示され、余
命が3か月以下になると、毎月ケアの内容を見直す

 ELMAは、英国のG-クラウドを利用しており、@NHSドメインのセ
キュリティの高いメールアドレスでGPとのレターのやり取りが可能

 「家で死にたい」という希望を叶えるには、GP、病院、救急
搬送が同じ情報を共有できるだけでなく、地域のボランティ
アなどからの情報もセキュアなDB蓄積し、コミュニティベー
スでの利用が必要

 トラットフォードの住民全体を対象にした医療と介護の情報
共有のシステムへの拡大を進めており、「Howz」という独
居高齢者のためのモニタリングツールと連携

12/15

意思決定した日付

レビューした日付

あなたの将来のケアにつ
いて特別な要望や優先す
ることはありますか？

あなたの状態が悪くなっ
た時、どこで一番ケアを

受けたいですか？

あなたとって、避けたい
ことはありますか？

事前の宣言／最善の方策

終末期にどのようなケアを受けたいかを
宣言する画面 13/15
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資料出所：http://www.dementia.nl/

15/15

3-4.介護者の精神的な負担軽減につながるプラット
フォーム 蘭アルツハイマー財団「Dementia.nl」

 オランダにおいても、介護者による高齢者の虐待問題はあ
り、介護者が介護に追い詰められない状況が必要

 蘭アルツハイマー財団「Dementia.nl」では、認知症患者
の家族や介護者が必要となる情報を提供するとともに、
SNSを通じて、専門家からのアドバイスや同じ境遇の介護
者との意見交換ができる仕組みを構築

 スマートフォンからも簡単にアクセスできるアプリ「アルツハ
イマー・アシスタント」
 約2万人が登録し、アクティブユーザーは、1万人／月

 認知症患者・家族を支援できるボランティア育成と併せて、
ボランティアマッチングサイトも「Dementia.nl」に連携した
形で構築予定

 オンライン・オフラインを融合した形での支援につなげる
14/15

             フロアとの対話② ～ テクノロジーによって高齢者の安全は創れるか？ 
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お問い合わせ先 
 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

社会技術研究開発センター（RISTEX） 

〒102-8666 東京都千代田区四番町5-3 サイエンスプラザ 4階 

TEL：03-5214-0133  E-mail：pp-info@jst.go.jp 
 

本資料に掲載されているすべての文章、情報、データなどの無断転載、転用を禁止します。 
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